
2016/7/26 広島大学教養企画室看板上掲式について

http://home.hiroshima­u.ac.jp/kohog/press/h14/020405­1.html 1/1

平成１４年　４月　５日

報道機関　各位

広島大学総務部大学情報室長
西　田　良　一

広島大学教養教育企画室

看板上掲式について

　このことについて，下記のとおり実施しますので，取材をお願いします。

記

日　時 　平成１４年４月１０日（水）１５：４５～

場　所 　総合科学部　事務棟　２階（教養教育企画室）

式次第 　１　開式の辞

　２　看板設置　　牟田学長，前川副学長，東府事務局長（予定）

　３　閉式の辞

※　式終了後，報道機関への説明会を行います。 

【お問い合わせ先】

学生部教務課専門員

寺　脇　義　則

ＴＥＬ：（０８２４）２４－６１５８

（ダイヤルイン）

［発信枚数；Ａ４版　３枚（本票含む）］

○教養企画室設置意義
○教養企画室設置要項
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広島大学教養教育企画室設置

平成１４年４月１日

　広島大学の教養教育の充実、実施体制の効率化及び強化を図り、中長期的な視 点に立ち教
育課程等の改革を推進するため教養教育企画室が設置された。
　企画室は、前川副学長を室長に、室員教官５名、事務官３名で構成される。
　全国的に学生への教養教育の重要性が再認識されている今日、広島大学の教養 教育改革の
切り札として登場した。
　学長は、教育の質の向上に強い意欲を持っており、そのための一翼を担うこと になる。
　今後、教養教育のさらなる充実、発展が期待されている。
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広島大学教養教育企画室設置要項

　（設置）

第
１　

　広島大学（以下「本学」という。）に，広島大学教養教育企画室（以下「教養教育企画室」
という。）を置く。

　（目的）

第
２　

　教養教育企画室は，教養的教育に関し実施体制の効率化及び強化を図り，中長期的な
視点に立ち教育課程等の改革を推進することを目的とする。

　（業務）

第
３　

　教養教育企画室は，次の各号に掲げる業務を行う。

（１） 　教養的教育の実施体制の見直しに関すること。

（２） 　教養的教育の中長期的な教育課程等の企画立案に関すること。

（３） 　教養的教育に関する調査及び情報収集に関すること。

（４） 　教養的教育の広報活動に関すること。

（５） 　その他教養的教育に関し必要な事項。

　（委員会）

第
４　

　所掌業務のうち重要事項については，別に定める広島大学教養的教育委員会で審議す
る。

　（組織）

第
５　

　教養教育企画室に，次の職員を置く。

（１） 　室長

（２） 　副室長

（３） 　室員若干名

第
６　

　

１ 　室長は，副学長のうち学長が指名した者をもって充てる。

２ 　副室長は，本学専任の教授をもって充てる。

３ 　副室長は，学長が任命する。

４ 　副室長の任期は，４年とし，４月１日に任命することを常例とする。ただし，４月２日以降
に任命された副室長の任期は，その任命の日から起算して３年を経過した日の属する年
度の末日までとする。

５ 　副室長の再任は，妨げない。ただし，再任された副室長の任期は前項本文の規定にか
かわらず２年とする。

６ 　室員は，本学専任の教官及び事務職員をもって充てる。

７ 　室員は，学長が任命する。

８ 　室員（事務職員を除く。以下同じ。）の任期は，２年とし，４月１日に任命することを常例と
する。ただし，４月２日以降に任命された室員の任期は，その任命の日から起算して１年を
経過した日の属する年度の末日までとする。

９ 　室員の再任は，妨げない。

　（雑則）

第
７　

　この要項に定めるもののほか，教養教育企画室の運営に関し必要な事項は，学長が別
に定める。

　　　　附則
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　この要項は，平成１４年４月１日から施行する。


